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１　イントロダクション

他人との交流は、人間の行動の本質的な要素で

ある。我々は、通信か交通か、いずれかの手段を

用いて他人との接触を図り、知識を授かり蓄積し

ていく。２０世紀において、我々は劇的なＩＴ（情

報通信技術）の進展を体験し、電話、ファックス、

ポケベル、携帯電話、ＰＨＳ、電子メール、ホー

ムページ等々、技術革新が次々と新しい通信手段

をもたらした。これらの新しい技術は、より大容

量の情報をより便利かつ安価に伝達することを実

現する。このようなイノベーションは、情報通信

によるコミュニケーションとフェース・ツー・

フェース（以下、ＦＴＦという。）によるコミュニ

ケーションとの相互関係に対する関心を呼び起こ

し、様々な分野における研究を促しつつあるが、

それらの研究内容は二種類の仮説、即ち「代替性」

と「補完性」を論ずるものに分類できよう１）。

より伝統的かつポピュラーなのは、「代替性」

仮説である２）。これは、人々が電子的な通信手段

を利用することで、より平易かつ効率的にコミュ

ニケーションを行えるため、ＦＴＦが必要なくな

るというものである。ＩＴが高度に発達すると、

１）各分野における文献のリビューは、例えば Salomon（１９８６）や Giaoutzi and Nijikamp（１９８８）を参照されたい。
２）例えば Pascal（１９８７）を参照。
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� ＩＴ（情報通信技術）の進展に伴い、ＩＴが交通や都市に与える影響についての関心が

高まりつつある。

� 通信には、交通と代替的な利用形態のみならず補完的な利用形態も存在すると考えられ、

その双方の多寡によって通信技術の交通へのインパクトが決まってくる。

� 我が国のデータを使って実証分析を行うと、代替的な通信利用は二地点間の距離が長く

なるほどその比率が高まるが、補完的な通信利用が常に代替的な通信利用を凌駕し、全体

としては通信と交通は補完財となる。

� 距離や場所の制約を解き放つＩＴが普及する中で、逆に人口や経済活動の都市への集積

が加速するという、ＩＴと都市に関する「集積のパラドックス」が観察されている。交通

と通信が補完的であれば、ＩＴとフェース・ツー・フェースの双方のコミュニケーション

基盤となる都市の魅力は衰えず、今後も存在感を発揮し続ける可能性がある。
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人々はサイバー空間上でいつでもどこでも誰とで

もネットワークに接続可能なため、場所の制約が

無くなる。その結果、ＩＴの進展と共に移動の必

要が薄れ、交通需要が減少していく。この仮説は、

非常に直感的かつアピール力があり、多くの「未

来学者」に支持されてきた３）。また、通信による

交通の代替が混雑や公害を減らし、エネルギーや

余暇時間の確保を促す可能性をもたらすため、政

策立案者にとっても魅力的である。近年のＩＴの

隆盛は、「テレワーク」や「テレショッピング」、

「テレバンキング」等の言葉に代表されるように、

この「代替性」の見方や期待と相通ずる部分が少

なくない。

一方の「補完性」仮説は、この伝統的な「代替

性」仮説に挑戦するものである４）。これは、電子

的な通信手段が幾ら発達しても決してＦＴＦを消

滅させることはなく、様々なタイプのインタラク

ションは常に一定の対面接触を必要とするという

信念に基づくものである。さらに、この「補完性」

仮説の賛同者は、通信と交通は実際には補完財で

あるとも論ずる。例えば、電話によるコンタクト

はＦＴＦが必要となる確率を引き上げ、その結果

通信無しには生じなかったであろう新たな交通需

要を発生させるという論理展開である。また一方

で、通信技術の導入によって、価格低下や品質向

上といった交通サービスの改善が進み、交通需要

の呼び起こしに繋がるという側面もある。

この二つの異なる仮説は、都市の将来について

正反対の予測をもたらす。通信と交通が代替財で

あれば、人々はＩＴの進展に伴って、ＦＴＦを電

子的通信手段でより多く代替するようになる。

人々は遠隔通勤・通学し、遠隔ショッピングし、

バーチャルリアリティを通じて都会の環境さえ遠

隔体験できるようになる。その結果、人々は都会

を離れ、都市は衰退して存在意義を失っていく。

一方、通信と交通が補完財であれば、通信の進歩

が更なるＦＴＦを生みだし、移動コストをかけず

に多様な情報を入手できる都市に住むメリットは

大きい。その結果、高度情報通信社会が進展する

に従って都市は益々魅力を増していく。米国では、

edge cityとも呼ばれる急速な郊外化に直面し、中

心都市と周辺都市の関係に関する論争がメディア

や学界を中心に湧き起こった。Ihlanfeldt （１９９５）

はその議論を概観し、「代替性」仮説が都市の衰

退を議論するための主要な役割を担うと指摘して

いる。これに対して、New Regional Economics

とも呼ばれる一連の研究は、都市の情報的役割の

解明を試みている。都市は安価なＦＴＦを提供し、

アイデアの交換を促す物理的な中心であり、バラエ

ティに富んだ情報フローは集積経済の源泉として外

部効果を発揮し、ヒューマンキャピタルの効果的

な蓄積や地域の経済成長に結びつくと主張する。

この論争には決着がついていないが、通信とＦＴ

Ｆの相互依存関係は、ＩＴや都市の将来を考える

上で重要な要素となるだろう。

「代替性」と「補完性」の両仮説を踏まえた理

論モデルは、既に幾つか提示されている。例えば、

Ota and Fujita （１９９３）は、互いに通信しあう企

業を考慮した一般均衡モデルを用い、通信技術の

進展が雇用の郊外化を促進すると論じている。

Henderson and Mitra （１９９６）も異なるモデル

を提示し、通信技術がダウンタウンとその周辺の

間のより良いコミュニケーションを可能とするに

つれ、edge cityが重要性を増すという同様の見

解を示した。一方、Gasper and Glaeser（１９９８）

３）例えば、Naisbitt（１９９５）, Negroponte（１９９５）, Knoke（１９９６）などである。
４）例えば、Mills（１９９２）を参照。



57 郵政研究所月報 ２００１．６

は、通信が相手との最適なコンタクトのレベルを

決定するための最初の連絡手段として用いられる

場合には、通信技術の発達がＦＴＦによるインタ

ラクションを増やし、都市の規模を拡大する場合

もあり得ることを示した。

一方、実証的な研究については、このテーマに

関する膨大な文献の存在にもかかわらず、信頼に

足る分析結果がほとんど得られていない。

Ihlanfeldt（１９９５）は次のように述べている。

Although many authors have speculated on

the impacts of telecommunications on urban

form.. . empirical evidence is virtually

nonexistent.

交通やオフィスのロケーションに与える通信の

インパクトに関しては、多くの逸話やケーススタ

ディは存在するが、統計的な検証としては限界が

ある。この実証研究の不足は、通信やＦＴＦの信

頼できる指標を得るのが困難なことに由来するも

のだろう。その中で、情報フローの空間的な特徴

を計測した興味深い論文を二点指摘しておきたい。

まず、Jaffe, Trajtenberg and Henderson（１９９３）

は特許の引用データを活用し、高度な技術情報の

分布が地理的に集中し、地域を超えてはスピルオ

ーバーしにくいことを示した。また、Imagawa

（１９９７ａ）は郵便や電話や面談といった双方向的な

コミュニケーションに着目し、それらのフローが

都市部に集中していることを示した。このような

証左は通信と交通の相互依存関係に直接の答えを

出すものではないが、少なくとも「代替性」仮説

と整合的でないことは確かだ。

本稿では、この通信と交通の相互依存関係を直

接の分析対象とする。まず、通信の利用は通常は

ＦＴＦを代替する効果を持つとされるが、補完的

な機能も持つと仮定し、効用最大化の単純なモデ

ルを展開する。その結果、経済全体における通信

の代替的な利用と補完的な利用の多寡により、通

信技術の交通に対するインパクトは全体では正に

も負にもなり得ることが示される。交通コストは

二地点間の距離が増すにつれ相対的に高くなるた

め、代替的（補完的）な利用は距離に応じて増加

（減少）する。従って、通信と交通は近距離間で

補完財に、長距離間では代替財になる傾向がある。

次に、電話と交通の利用に関する日本のデータ

を用いて実証分析を実施する。補完的な利用に対

する代替的な利用の比率は距離に応じて単調的に

増加するものの、補完的な効果が代替的な効果を

常に上回り、全体では電話と交通は補完財になる

ことが示される。これらの結果は、ＦＴＦの基盤

である都市に対して通信が補完的な役割を担うこ

とを意味し、ＩＴの進展が都市における物理的及

び電子的な双方のコンタクトを促進し、情報の集

積する都市の魅力が益々高まる可能性を示唆して

いる。

本稿は次のように構成される。本章のイントロ

ダクションに続き、次章は簡単なモデルの展開及

び比較静学を提示する。第３章では計量分析によ

る実証結果を論ずる。第４章は結論及び考察であ

る。



２　モデル

第２章では通信と交通の相互依存関係を分析す

るための簡単なモデルを提示する。また、比較静

学により、通信が交通の代替財とも補完財ともな

り得ることを示す。

２．１　通信とＦＴＦによる情報消費モデル

通信と交通の両ネットワークへのアクセスを有

する代表的なエージェントを仮定する。このエー

ジェントは他人に電話をかけるか、訪問（ＦＴＦ）

することによって得る情報を消費する。効用関数

が次のＣＥＳの形で表されるとする。

�

ここで、U はこのエージェントの効用５）、IT及

び IFはそれぞれ通信及びＦＴＦによって得られる

情報の量である。また、ρ=１－１／σ,σ>１は IT

及び IFの代替弾力性である。

本モデルでは通信利用に関する次の２つの仮定

を導入する。第一に、

仮定１：通信には二つの明確に異なる利用形態、

即ちＦＴＦと代替的な形態及び補完的な

形態が存在する。

代替的な形態は必要な情報を獲得する目的で利用

される。即ち、必要なコミュニケーションの作業

を行うために、訪問に代わる手段として電子的な

手段を用いる場合である。一方、補完的な形態は

ＦＴＦを補完する目的で利用される。というのは

ＦＴＦによる面談を開始又は完結するために通信

U（I T, I F）= [IρT +IρT ]1/ρ
,

を利用する必要があるからだ。例えば、前もって

アポをとるために、又は後ほど礼を述べるために、

特段の情報入手の意図を持たずとも面談相手に連

絡する必要があるだろう。この場合、主たる情報

入手はあくまでＦＴＦを通じて行われるのである。

第二の仮定は、

仮定２：通信ではコミュニケーションロスが発生

するが、ＦＴＦでは発生しない。

ＦＴＦは次の二つの理由から最も効率的な通信手段

である。まず、図、ビデオ、表情、ジェスチャー、

身体的な接触、雰囲気や匂い等々、五感に訴える

あらゆる手段を補足的に使えることである。これ

らの全てはＦＴＦの一部であり、既存の通信技術で

はこのような形の非言語的なインタラクションは再現

できない。次に、ビジネス上のコミュニケーションは、

効力を発するために相手の同席を要求する行動

（署名や握手など）を伴う場合が多いことである。

本稿の実証分析で使用する通信量データは電話の

トラヒックであり、基本的に音声とテキスト送信

に限られるためこの仮定は合理的といえよう。

多くの研究者は仮定２に掲げた考え方を共有し

ている。例えば、Mills（１９９２）はunambiguous

とambiguousな情報との区別を導入し、後者の伝

達は常にＦＴＦを要求するとしている。Gasper

and Glaeser（１９９８）は電話とＦＴＦによるコンタ

クトを明確にモデル化した。彼らは先生と生徒の

関係を数式化し、情報内容が複雑な場合は電話が効

率的な伝達手段とならないことを示した。ＦＴＦは、

生徒が先生の教えを理解できない確率が高く、習

得するための反復回数が大きい場合等により適し
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５）このエージェントが、合成財と情報財を消費するとした時、全体の効用関数がそれぞれの財について分離可能と仮定すれば、
Uは情報財から得られる部分効用として、独立に最大化することができる。
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ている。彼らの結果は、伝達する情報内容が複雑

な場合には電話によるコンタクトに大きな通信ロ

スが発生することを支持するものである。

以上の二つの仮定を元に、エージェントは以下

の制約式のもとで、�を最大化する。

�

�

�

�

�

�式は仮定１に従い、通信利用Tが代替的な利

用TSと補完的な利用TCに区別されることを示す。

補完的な利用はＦＴＦによるコンタクトFを行う

ために比例的に必須のものであり、�式の定数ε
でその比率が表されている。�式は仮定２に従い、

通信による情報伝達にice-bergパラメータのλ＜１
が導入されている。通信が代替的利用の場合には

１－λのコミュニケーションロスを伴い情報伝
達が行われるが、補完的利用の場合には効用関数

に入る程の意味ある情報伝達は行われない。これ

はアポ取りのような補完的利用が、本稿における

情報消費の観点からは特に意味を持たないためで

ある。一方、ＦＴＦにおいては�式のように情報

伝達はロスなく行われる。最後の�式は通常の予

算制約式であり、f、t はそれぞれ情報１単位あた

りの交通コスト、通信コスト、Y は情報入手のた

めの総予算額である。一次の条件により、以下の

fF + tT =Y.

I F = F,

IT =λTS , 0 <λ< 1,

TC =εF, 0 <ε< 1,

T = TS +TC ,

均衡解が得られる。

２．２　比較静学

補完財か代替財か

表１は主要な変数の比較静学を示している。最

初の２列が主要な結果を示している。第１列は通

信利用の総量が交通コストの多寡によってＦＴＦ

と補完財にも代替財にもなることを示している６）。

交通が相対的に安い場合には、人々はそれが効率

的な情報伝達手段であるからだけでなく、費用負

担がしやすいことからも、ＦＴＦを選好する。補

完的な通信利用は交通需要と共に増加し、代替的

な通信利用を凌駕する。一方、交通コストが相対

的に高い場合には、人々はＦＴＦを通信で代替し、

高額な移動費用を払う代わりに、多少のコミュニ

ケーションロスがあっても通信で我慢する。従っ

て、代替的利用が増加し、補完的利用を凌駕する。

このように、通信の交通への影響は、代替的利用

と補完的利用の多寡に依存し、全体では正にも負

にもなりうる。図１は、特定のパラメータのもと

での交通コストの変化に対するシミュレーション

F =
（ f / t +ε）1 /（ρ－１）λρ/（ρ－１）Y / t

１+（ f / t +ε）ρ/（ρ－１）λρ/（ρ－１）
,

T =
１+ε（ f / t +ε）1 /（ρ－１）λρ/（ρ－１）Y / t

１+（ f / t +ε）ρ/（ρ－１）λρ/（ρ－１）
,

TS =
Y / t

１+（ f / t +ε）ρ/（ρ－１）λρ/（ρ－１）
,

TC =
ε（ f / t +ε）1 /（ρ－１）λρ/（ρ－１）Y / t

１+（ f / t +ε）ρ/（ρ－１）λρ/（ρ－１）
,

６）第２列は逆に、通信コストの多寡により、交通が代替財にも補完財にもなることを示している。

�
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結果である。太い実線と破線が通信と交通の相互

依存関係を示し、交通コストの低い近距離間では

相互に補完的、交通コストの高い長距離間では相

互に代替的となっている。

実際には、交通も通信もそのコストは距離の関

数となっている。交通費用は、鉄道や自動車に象

徴されるように二地点間の距離に応じてほぼ線形

に増加する構造となっているのに対し、通信費用

は電話料金に象徴されるように距離に対して比較

的フラットであり、せいぜい段階的に緩やかに上

昇するのみである。従って、通信コストに対する

交通コストの相対価格は、距離が大きくなるにつ

れ上昇する７）。これと比較静学による結果を併せ

て考察すれば、次の仮説が得られる。「代替的

（補完的）な通信利用は、距離に応じて増加（減

少）し、その結果近距離間においては通信と交通

は補完財となり、長距離間においては代替財とな

る傾向がある。」次章の実証研究では、この仮説

を日本のデータを用いて検証することとなる。

表１の第３列は、ＦＴＦに必要な補完的な通信利

用の比率に関する比較静学が示されている。εの
増加はＦＴＦのコスト増と捉えることができる。補

完的な利用はεと共に増加するが、結局ＦＴＦの減
少に伴い低下する。通信の総量は全ての範囲にわた

り、εと共に増加する。第４列の所得効果は単純
なものであり、全ての変数に対して同様に機能する。

７）二地点間の移動時間及び機会費用を考慮すれば、この関係はより強固なものとなる。

（注）正負の別は各パラメータの限界的増加に対応するもの。

表１　モデルの比較静学

図１　通信と交通の相互依存関係のシュミレーション結果
（λ＝０．２ε＝０．１ρ＝０．８ Y＝１０００ t＝１）

パラメータ

交通価格 通信価格
補完的通信
利用の比率

総通信予算
通信技術の
効　　　率

変　　　数 f t ε Y λ
通　　　信 T －⇒＋ － ＋ ＋ ＋
代替的通信利用 Ts ＋ － ＋ ＋ ＋
補完的通信利用 Tc － ＋⇒－ ＋⇒－ ＋ －
交　　　通 F － ＋⇒－ － ＋ －
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情報通信技術

情報通信技術の改善は、通常は交通需要に対し

てネガティブなインパクトを与えると考えられて

いるだろう。しかし、「補完仮説」を進化させれ

ば、技術進歩が通信量を増加させ、その結果社会

全体がよりインタラクティブになり、交通需要を

喚起することさえ考えられるだろう。例えば、筆

者のホームページを見た誰かが筆者にメールを送

り、その結果研究プロジェクトを立ち上げること

となり、多くのＦＴＦを発生させる。このような

チャネルはインターネットの技術無しには考えら

れないものである。

技術革新を議論する際には、プロセスイノベー

ションとプロダクトイノベーションに分類するこ

とが多い。プロセスイノベーションは既存の製品

のコスト削減に寄与する革新であり、プロダクト

イノベーションは新しい財やサービスを生み出す

革新である。同様に、通信技術も次の２つの革新

に分類することができよう。１）通信コスト tの

低下、及び２）通信効率パラメータλの上昇
（コミュニケーションロスの減少）である。前者

は、より安価な通信を実現する技術であり、省力

化により電話料金の低下をもたらす交換機の技術

などである。一方、後者はテレビ電話に代表され

るような、動画や立体画像、音響効果などにより

新しい通信サービスをもたらし、伝達効率を改善

するような通信技術であろう。

比較静学は tとλが異なる影響を交通に与え
ることを示している。まず、λの上昇は常に交
通を減少させる。これは、技術革新が通信に対す

る人々の評価を上昇させ、より多くのＦＴＦが通

信で代替されるようになるためである。一方、t

の低下は交通を増加させる場合も減少させる場合

もある。通信と交通が補完財である範囲において

は、即ち通信価格が相対的に高い場合、費用削減

的な通信技術革新は交通を増加させる。これは、

トータルでのＦＴＦのコスト（補完的な通信利用

分も含む）が、通信価格の低下によって節約でき

るからである。このような理解によって、通信技

術の革新が交通需要を増加させる可能性があるこ

とを、単純なモデルで示すことが可能だ。従って、

今後の情報通信技術の動向が交通に与える影響に

ついては、技術の中身が上述のどちらのタイプで

あるかに注視する必要がある。バーチャルリアリ

ティのような技術であれば交通を減退させるであ

ろうが、価格低下的な技術であれば交通にプラス

の影響も起こりうる。

本稿では、残念ながら以上の仮説を実証するた

めのデータは入手できなかった。費用削減的な技術

は、通信価格をみることで把握可能だが、コミュ

ニケーションロスを削減するような技術は定量化

することが困難だ。本稿で使用する電話のデータ

では通話料金はコンスタントに低下しているが、

通信効率については通話自体に大きな技術革新が

なく、単純に音声とテキストを使用しているため、

基本的に変化がないと言える。従って、本稿の実

証研究においては、λの変化による影響は特に
考慮しないこととする。

３　実証分析

３．１　データ

表２は本稿で使用する主要な都道府県データの

リストである。通信データ（固定電話及び携帯電

話）及び交通データは、いずれも４７の都道府県間

のＯＤ（発着）行列に基づくものである８）。通信

８）より詳しいデータの説明については、Imagawa （１９９７b）を参照。
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変　　数

通信変数
�固定電話
通信回数
通信時間

�携帯電話
通信回数
通信時間

交通変数
�訪問数（ＦＴＦ）
乗 客 数

データは固定電話及び携帯電話の通信回数及び通

信時間によるトラヒックであり、交通データは鉄

道、自動車、船舶、航空により輸送された年間の

国内乗客数である。本稿では、この乗客数を訪問

数、即ちＦＴＦによるコンタクトの大まかな代理

変数として使用する。ＯＤ行列の全てのセルを独

立の観測データとすれば、都道府県間の４７×４７の

トラヒックデータを通信及び交通について得るこ

とができる。なお、本稿では、１９８８年から１９９４年

の間の入手可能なデータの平均値を使用する。

距離別の分布

表３は、都道府県間距離の段階別に各変数の分

布を報告したものである。サンプル期間の平均で、

固定電話及び携帯電話の通話量の約８割、交通の

約９割が同一県内にとどまり、県境を超えていな

い結果となっている。通信は一般的に地理的な近

接性を不要にすると考えられているが、乗客数に

見るＦＴＦのコンタクトと比較しても、距離によ

る制約は小さくないと言えよう。県間のコンタク

トは通話の約２割、訪問の約１割しか占めておら

ず、県間の距離が大きくなるにつれそのシェアは

低下する。特にＦＴＦの比率は長距離間では激減

するが、通話による代替が生じていると考えれば、

前述のモデルと整合的である。

表２　実証分析に使用する主要な変数

表３　通信変数・交通変数の距離別分布

記　　述

各県の特徴変数
人口
一人当たり所得

ビジネス活動比率

住民基本台帳人口（1988-94の平均値、出所：自治省）
一人当たり県民分配所得／ＧＤＰデフレータ

（1988-94の平均値、出所：経済企画庁）
事務用加入電話契約数の比率（1988-94の平均値、出所：郵政省）

県ｉから県ｊへの年間総通話回数（1988-94の平均値、出所：郵政省）
県ｉから県ｊへの年間総通話時間（1988-94の平均値、出所：郵政省）

県ｉから県ｊへの年間総通話回数（1992-93の平均値、出所：郵政省）
県ｉから県ｊへの年間総通話時間（1992-93の平均値、出所：郵政省）

県ｉから県ｊへ鉄道、自動車、船舶及び航空により運送された年間総乗客数（1988-94の平
均値、出所：運輸省）

変数 県　内 －50km 50－100km 100－200km 200－400km 400－700km 700km－
通信変数

�固定電話
通話回数 81.6% 88.9%（7.3%） 91.5%（2.5%） 94.4%（2.9%） 97.1%（2.7%） 99.0%（2.0%） 100.0%（1.0%）
通話時間 76.5% 86.1%（9.6%） 89.0%（2.9%） 92.5%（3.5%） 95.9%（3.4%） 98.5%（2.6%） 100.0%（1.5%）

�携帯電話
通話回数 78.9% 90.4%（11.5%） 93.7%（3.3%） 96.5%（2.8%） 98.2%（1.8%） 99.4%（1.2%） 100.0%（0.6%）
通話時間 72.2% 86.5%（14.3%） 90.7%（4.2%） 94.4%（3.7%） 97.1%（2.7%） 98.9%（1.9%） 100.0%（1.1%）
交通変数

�訪問数（FTF）
乗客数 90.8% 97.4%（6.6%） 98.7%（1.3%） 99.6%（0.9%） 99.8%（0.3%） 99.9%（0.1%） 100.0%（0.1%）
県のペアの数１ 47 38 100 282 558 628 556

（注）表中の数字は、累積比率（各距離区分毎の比率は括弧内）。
１　県のペアについては、（i, j）と（j, i）はそれぞれ別々にカウントされており、総数は２２０９（４７x４７）となる。

パラメータ
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平均通話時間

本稿では、通話トラヒックとして通話回数と通

話時間の両方が把握できるため、平均通話時間の

データを分析することが可能となる。平均通話時

間は通話とＦＴＦの相互依存関係を分析するため

には非常に有用な情報である。仮に訪問による

ＦＴＦを電話で代替する際には、目的とする情報

入手を完了させるために比較的長時間にわたって

通話する必要があろう。例えば、筆者が著名なエ

コノミストに対し電話でインタビューするとすれ

ば１時間程度必要とするかもしれないが、いった

ん訪問すると決めたならば、アポを取るための数

分間の電話で事が足りるであろう。言い換えれば、

長時間（短時間）通話は、訪問に対して代替的

（補完的）である。前述のモデルで言えば、代替

的な電話利用の平均通話時間は、補完的な電話利

用に比べ長くなる。ここで、代替的な電話利用TS

の補完的な電話利用TCに対する比率は、次式で

与えられる。

�

�式は交通の相対価格 f / t について単調増加

であることが確認できる。交通の相対価格は距離

に応じて増加するため、TS / TCも距離に応じて

増加し、その結果平均通話時間は距離に応じて単

調増加することが示唆される。また、ＦＴＦの比

率が距離と共に減少するため、全体の距離区分に

わたって平均通話時間と一人当たり訪問数が負の

相関関係となることも予測できる。

この予測は、データで実際に確認することがで

きる。表４は固定電話と携帯電話の距離区分毎の

平均通話時間を示している。平均通話時間は、２

つの県のペアの各々について、通話時間を通話回

数で割って得られる平均通話時間を、各距離区分

毎に平均化したデータである。平均通話時間は、

長距離通話になるほど通話料金が高くなるにも関

わらず、距離と共に増加する傾向が明確となって

いる。表４の最終列は平均通話時間と一人当たり

ＦＴＦの負の相関が有意であることを示している。

以上の結果から、お互いに訪問する回数が少ない

コミュニケーションパートナーほど、通話時間が

長くなることがわかる。

TS /TC =ε－１（ f / t +ε）1 /（１－ρ）λρ/（１－ρ）

（注）表中の数字は、全ての県のペアの単純平均値（トラヒックによるウェイトを考慮した平均値は括弧内）。
１　log（平均通話時間）と log（総訪問数/発側の県の総人口）との相関係数。鍵括弧内はＰ値。
２　県のペアについては、（i, j）と（j, i）は別々にカウントされている。

表４　距離段階別の平均通話時間

総計 一人当たりＦＴＦとの相関１

変数 県内 －100km 100－200km 200－400km 400－700km 700km－

通信変数

�固定電話

平均通話時間（秒） 152.7 215.2 228.1 245.7 262.2 272.2 250.9 －0.510

（157.5）（212.6）（200.4）（217.4）（220.9）（258.4）（168.1） [0.000]

�携帯電話

平均通話時間（秒） 70.1 113.9 122.7 138.6 161.2 221.0 160.7 -0.474

（77.8） （105.4）（113.8）（132.3）（136.4）（151.4） （85.0） [0.000]

県のペア２ 47 138 282 558 628 556 2209 2209

県間距離段階別
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３．２　電話と訪問の補完性に関する計量分析

電話とＦＴＦの相互依存関係を検証するために、

ＯＤ行列における２地点間交流の推定に頻繁に用

いられる「重力モデル」を応用した推定式を使用

する。被説明変数には通話トラヒックを、そして

ここで、Ti j は一対の県（ i , j）の間の通話トラヒッ

ク、d i jは県間の距離、 t i jは県間の通話料金、

Dは県内通話のためのダミー変数、X lは県 lの特

徴を表す変数のベクトル、νi及びμjはそれぞれ

発信側及び受信側の県の変量効果、εi jは平均が

ゼロとなる誤差項である。観察可能なX lの変数

のセットとして、重力モデルに最も一般的な人口

と一人当たり所得を使用した。その他の各県の特

徴は、全てνi及びμj に捕捉されるものと仮定

する。双方向変量効果モデルの推定方法は、

Fuller and Battese （１９７４）によるfeasible ＧＬＳ

の推定方法に準じてプログラムを開発したもので

ある９）。ここで、モデルにおいて示唆されたよう

に、二地点間の距離が大きくなるにつれ、補完的

効果が薄れ代替的効果が強まることが予測される

ため、距離段階別に分解したＦＴＦを導入するこ

ととした。即ち、上式において、Sk（ k =１,...,６）

は、k 番目の距離区分に対して１の値をとるダミ

ー変数である。６つの距離区分は、それぞれ

100km以内（k =１）、100～200km（k =２）、200

～400km（k =３）、400～700km（k =４）、700～

1,000km（k =５）、1,000km以上（k =６）である。

補完効果が距離に応じて減少する場合、k が大き

くなるにつれλkが小さくなることが期待され、

仮にλkが負の値をとれば電話とＦＴＦが全体と

して代替的な関係となる。

なお、通話とＦＴＦの相互依存関係を考察してい

るため、内生性を考慮することが不可欠である。

また、ＦＴＦの指標に大まかな代理変数を用いて

いることによる測定誤差や本来必要な変数の欠如

の問題もあるかもしれない。そこで、�鉄道料金、

�二地点間の航空路線の有無、及び�お互いに隣

接県である場合に１の値をとるダミー変数の３つ

を操作変数に使用し、それぞれの操作変数が鉄道、

航空、自動車等によるＦＴＦの需要に外生的に影

響を与え、この影響を通じてのみ通話トラヒック

を左右するという仮説のもと、推定を行うものと

する。

表５は以上の推定結果を示すものである。それ

ぞれの推定式は、通常のＧＬＳと操作変数を使用

したＧＬＳ（ＩＶ／ＧＬＳ）の二種類から成ってい

る。固定電話と携帯電話に関するλkのＧＬＳ推定

値は有意に正で、k が上昇するにつれ減少する結

果となっており、県間距離の増加に伴う通話の補

完効果の減少を支持している。ＩＶ／ＧＬＳの推

定結果はＧＬＳに比べるとその傾向が弱まってい

るが、いずれにしても全てのλkの推定値は有意

に正の値をとっており、これは、最も長距離の区

分においてさえ、電話とＦＴＦが総体としては補

完的な関係にあることを示すものである。

説明変数には重力モデルに良く使用される変数に

加えて、距離段階別のＦＴＦを導入する。その結

果、推定式の形は、次の双方向変量効果モデルと

なる。

	lnTi j =α+Σ
k

λk Sk lnFi j +γ1 ln d i j +γ2 ln t i j +θD +Σ
l = i , j

X lβl +νi +μj +εi j .

９）詳細は、今川（１９９７b）を参照。
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３．３　平均通話時間に関する計量分析

３．１で見たように、平均通話時間は訪問する

頻度が減るにつれ長くなる傾向にあることが予測

される。ここでは、この負の相関関係が、平均通

話時間に影響するであろう様々な要因を考慮した

後にも残存するかどうかを検証することとしたい。

ここで、Fi j / POPiは発信側の県における一人当

たりのＦＴＦ、ti j / f i jは交通コストに対する通話

コストの相対価格、Dは県内通話ダミー、X lは

県 lの特徴変数のベクトル、νi及びμjは各県の

変量効果、εi jは平均ゼロの誤差項である。観察

可能なX lの変数のセットとしては、重力モデル

仮にこの負の相関が頑健なものであれば、ＦＴＦ

の通話による代替が長距離間ほど増えることの証

左となろう。

一対の県の間の平均通話時間は、次式で表され

るものとする。




表５　電話とＦＴＦに関する距離段階別の補完性

lnMD i j =α+λln（Fi j / POPi）+γln（ ti j / f i j）+θD +Σ
l = i , j

X lβl +νi +μj +εi j ,

被説明変数= log（県 i から県 j への通話トラヒック）

� －100km

� 100－200km

� 200－400km

� 400－700km

� 700－1,000km

� 1000km－

発信側の県

受信側の県

固定電話

発信側の県

受信側の県

携帯電話
通話回数 通話時間 通話回数 通話時間

説明変数 � GLS � IV/GLS � GLS � IV/GLS � GLS � IV/GLS � GLS � IV/GLS
インタラクション項

Ｆ
Ｔ
Ｆ
Ｘ
距
離
段
階
ダ
ミ
ー

0.251**
（0.014）

0.339**
（0.048）

0.211**
（0.014）

0.272**
（0.046）

0.274**
（0.013）

0.375**
（0.049）

0.256**
（0.012）

0.320**
（0.042）

0.249**
（0.010）

0.383**
（0.043）

0.218**
（0.010）

0.321**
（0.041）

0.266**
（0.011）

0.360**
（0.044）

0.242**
（0.010）

0.302**
（0.038）

0.197**
（0.009）

0.375**
（0.043）

0.179**
（0.009）

0.317**
（0.041）

0.209**
（0.010）

0.336**
（0.041）

0.184**
（0.009）

0.272**
（0.035）

0.179**
（0.009）

0.370**
（0.035）

0.167**
（0.009）

0.324**
（0.034）

0.182**
（0.009）

0.325**
（0.034）

0.159**
（0.008）

0.262**
（0.029）

0.157**
（0.010）

0.369**
（0.027）

0.150**
（0.010）

0.343**
（0.026）

0.152**
（0.010）

0.339**
（0.026）

0.131**
（0.009）

0.272**
（0.022）

0.105**
（0.013）

0.306**
（0.033）

0.099**
（0.013）

0.277**
（0.032）

0.078**
（0.014）

0.234**
（0.032）

0.070**
（0.012）

0.197**
（0,027）

県間距離
－0.741**
（0.043）

－0.133
（0.158）

－0.742**
（0.043）

－0.268*
（0.152）

－0.750**
（0.041）

－0.404**
（0.147）

－0.655**
（0.036）

－0.425**
（0.126）

通話料金
0.137
（0.120）

－0.594**
（0.158）

0.130
（0.119）

－0.574**
（0.152）

－0.155
（0.260）

－0.808**
（0.329）

－0.116
（0.229）

－0.705**
（0.283）

県内ダミー
2.600**
（0.213）

1.220**
（0.269）

2.256**
（0.212）

1.045**
（0.259）

1.132**
（0.105）

1.258**
（0.119）

0.954**
（0.093）

1.055**
（0.103）

人
口

1.097**
（0.171）

0.843**
（0.206）

1.150**
（0.170）

0.940**
（0.199）

0.949**
（0.176）

0.764**
（0.201）

0.935**
（0.151）

0.803**
（0.169）

1.070**
（0.172）

0.817**
（0.207）

1.168**
（0.173）

0.960**
（0.202）

1.027**
（0.187）

0.843**
（0.213）

1.030**
（0.169）

0.900**
（0.188）

一
人
当
た
り
所

得

－0.428
（0.857）

－0.717
（1.004）

－0.549
（0.853）

－0.807
（0.967）

0.011
（0.881）

－0.291
（0.979）

0.680
（0.759）

0.445
（0.823）

－0.442
（0.861）

－0.755
（1.009）

－0.971
（0.866）

－1.247
（0.983）

－0.467
（0.938）

－0.784
（1.042）

－0.679
（0.848）

－0.925
（0.919）

自由度修正済決定係数 0.9053 0.8700 0.8937 0.8634 0.9101 0.8890 0.9139 0.8989
観測数 2209 2209 2209 2209 2209 2209 2209 2209

（注）推定値は双方向変量効果モデルによるＧＬＳ推計に基づくもの。比率及びダミー以外の変数は全て自然対数を使用。
定数項は省略。括弧内は標準偏差。*は１０%で有意、**は５％で有意。
IV/GLSについてはＦＴＦを内生変数として扱っている。操作変数は、鉄道料金、航空路線ダミー、隣接県ダミーの３つであ
る。
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に一般的な人口と一人当たり所得に加え、ビジネ

ス活動比率等を使用した。これは、一般に事務用

通話と住宅用通話では、平均通話時間に明確な差

異が見られるためである。その他の各県の特徴は、

全てνi及びμjに捕捉されるものと仮定する。双

方向変量効果モデルの推定方法は、前節と同様で

ある。なお、通話料金が時間課金であるため、平

均通話時間の推定には通話単価を説明変数に加え

ることが必須であるが、ここで必要とされるのは

交通コストに対する相対価格であることに留意さ

れたい１０）。

ここでは平均通話時間とＦＴＦの相互依存関係を

考察しているため、内生性の問題を扱うことが不

可欠である。例えば、長電話が好きな人はもとも

と訪問することを好まない傾向を持つかもしれな

い。また内生性の問題に加え、測定誤差や変数欠

如の問題もあるかもしれない。そこで、�二地点

間の距離、及び�二地点間の航空路線の有無に関

するダミー変数の二つを操作変数に使用し、これ

らの外生変数がＦＴＦに与える影響を通じてのみ平

均通話時間を左右するという仮説のもと、操作変

数法による推定も行った。

表６は以上の推定結果を表すものである。�と

�がＧＬＳ推定値である。ＦＴＦの係数は有意に負

の値となり、訪問数が減るほど平均通話時間が長

くなる関係が確認される。しかしながらこの効果

１０）t i jとしては通話料金を、f i jとしては鉄道料金を使用している。

表６　平均通話時間とＦＴＦ

被説明変数= log（平均通話時間）
固定電話 携帯電話

説明変数 �　GLS �　IV/GLS �　GLS �　IV/GLS
一人当たりＦＴＦ －0.014**

（0.002）
－0.015**
（0.004）

－0.023**
（0.004）

－0.031**
（0.014）

通話の相対価格 －0.071**
（0.010）

-0.069**
（0.023）

－0.107**
（0.017）

－0.078
（0.056）

県内ダミー －0.295**
（0.020）

－0.292**
（0.035）

－0.083 
（0.053）

－0.106
（0.068）

一人当たり所得
発信側の県 0.190

（0.221）
0.191
（0.221）

0.838*
（0.491）

0.86*
（0.494）

受信側の県 0.092
（0.207）

0.096
（0.210）

－0.166
（0.465）

－0.107
（0.478）

ビジネス活動比率
発信側の県 －0.020**

（0.006）
－0.020**
（0.006）

－0.003
（0.014）

－0.003
（0.014）

受信側の県 －0.025**
（0.006）

－0.025**
（0.006）

－0.001
（0.014）

－0.001
（0.014）

自由度修正済決定係数 0.4446 0.4446 0.2568 0.2554
観測数 2209 2209 2209 2209

（注）推定値は双方向変量効果モデルによるＧＬＳ推計に基づくもの。比率及びダミー以外の変数は全て自然対数を使用。定数項
は省略。説明変数に発信側・受信側の人口密度も使用したが、特に有意でないため省略（推定結果にほとんど影響しない）。
括弧内は標準偏差。*は10%で有意、**は５％で有意。
�及び�については、一人当たりＦＴＦを内生変数として扱っている。操作変数は、log （県間距離）及び航空路線の有無



は比較的弱い。この結果は、通話の代替効果が距

離と共に上昇するものの、補完効果を凌駕するほど

には強力でないという意味で、前節の結果と整合的

である。その他の主な結果を概観すると、発信側の

所得効果は携帯電話において有意に正となっており、

またビジネス間の事務用通話は短時間となる傾向に

ある。県内通話に関するダミーは有意に負となっ

ており、近接な関係における通話時間は特に短く、

ＦＴＦに対して補完的な電話利用であることが示

唆される。

�と�は、操作変数を使用したGLS（IV／GLS）

の推定である。ＦＴＦに関する係数は依然として

有意に負となっており、その絶対値は上昇するも

のの効果は相対的に小さいままである。一人当た

りの訪問数が１％増えても、固定電話（携帯電話）

の平均通話時間は０．０１５%（０．０３１％）しか長くな

らない。従って、内生性を考慮した場合にも、推

計結果に大きな変化は生じないと言える。

４　結論

通信やデータ処理の都市に与える影響について、

Chinitz （１９８４）は次のように述べている。

CDP [communications and data processing]

advances results in dramatic expansions of

the functions which they facilitate, namely,

the acquisition and dissemination of

information. Companies spend more time and

money on both. How these incremental

expenditures get translated into greater

profitability is not an easy question to answer.

But this has been the history of most

technological advances in both transportation

and communication. Airplanes did not just

substitute for train or auto travel. They

encouraged a lot more travel. Xerox did not

just substitute for mimeograph machine, it

encouraged a lot more copying. The

telephone did not just substitute for mail,

telegrams, or personal visits. It encouraged a

lot more communication. And the computer...

通信手段の多様性は増える一方である。非常に

似通った通信手段の間でさえ、「代替」は歴史の

中心とはなっていない。ファックスは郵便を、携

帯電話は固定電話を駆逐するには至っておらず、

インターネット上の広告もテレビや新聞における

広告を意味の無いものとした訳ではない。企業は

あらゆる通信手段を活用し、個人は自分のニーズ

に合致した通信手段をその場その場で使い分けて

いる。我々は、「特化」ではなく、「多様性」から

利益を享受しており、異なる通信手段の登場が競

合する通信手段の需要を喚起することもあながち

不思議ではない。

本稿では、以上のような観点から通信と交通の

相互依存関係を分析した。簡単なモデルから得られ

た結論は、通信技術の交通需要に与える影響は、通

信の代替的利用と補完的利用の多寡によって、プラ

スにもマイナスにも成りうるということであった。

一方、我が国のデータを計量分析した結果は、交

通に対する通信の代替効果は、二地点間の距離が

増すにつれ強まるものの、補完効果が常に代替効

果を上回り、通信と交通は全体としては補完財に

なるというものであった。

以上の結果は、ＩＴ革命が進展する中での都市

の将来像を描くうえで、非常に有意義な議論とな

ろう。テレワークやｅコマースなどによって、
ＩＴが距離や場所の制約を解き放ち、所在地を意

識しないユビキタスな世界を実現することが期待

されている一方、我が国のデータは１９９０年代にお
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ける人口や経済活動の大都市への集積加速の状況

を明らかにしつつある１１）。ＩＴ企業は渋谷や秋葉

原、新大阪など都心のターミナル駅付近に集中し、
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